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おわ りに
は じ め に
付加価値(valueadded)が 企業の業績評価指標の1つ として利用されることは,広 く知られて
いる。そして,こ の付加価値 とは,企 業の生産過程において新たに創造または付加 された価値 と
解 されている。経済学か らみると,付 加価値は生きた労働によって創造された価値であ り,い ま,
生産物価値をW,対 象化された労働である固定資本の減価償却 と原材料の価値をCと すると,付加
価値Nは,J>=W-Cで 示 され,本 質的には,1>は 労働力への支出部分 とその労働でつくり出さ
れた新しい価値部分か らなる。他方,会 計学では,付 加価値の算定法にはさまざまな方法がある
が,そ の1つ としての減算法では,付 加価値は,売 上(生産)高 一前給付価値で示される。この場
合,前 給付価値は減価償却費,原 材料費などであ り,現 象的には,付 加価値は人件(労務)費,純
利益 などか らなることになる。 もっとも,こ の付加価値の大きさは実際の値か ら乖離することも
ある。た とえぽ,市 場で独占的地位を占めている大企業が,商 品を独占価格で販売 し,原 材料や
購入部品を価値以下で調達すれぽ,こ の企業の付加価値は大きくな り,逆 の場合には小さくなる。
また,付 加価値の大きさは,企 業が算定する減価償却費の多寡によっても影響を うける。よって,
こうした点を解決 しなけれぽならないとはいえ,一 般には,企 業の生産性の指標として付加価値
.は利用されている。
ところで,こ うした付加価値を表示するのに適した勘定 システムはまずイギ リスで開発され,
ヨ
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ついで付加価値会計はユーゴスラビアで実際に採用された。 しかもユーゴスラビアにおいては,
付加価値をたんに企業の生産性の指標 としてではなく,企 業の損益計算書に相当する会計報告書
を付加価値を基礎にして作成された。さらにソ連においても,付 加価値会計を短期間ではあった
が採用 しようと試み られた。
そ こで,本 稿では,ま ずイギ リスで開発された付加価値を表示するのに適 した勘定 システム,
ユーゴスラビアでの付加価値会計の実践をみたのち,ソ 連における付加価値会計の実験を多少詳
細に考察 し,最 後にイギ リスでの付加価値会計の改編についての最近の見解をみることによって,
付加価値会計の史的展開を明らかにしたい。
1.イ ギ リスで のSewellBrayの貢 献
付加 価値を表示す るのに適 した勘定 システ ムは,イ ギ リスで開 発 さ れ た。そ れ は,Richard
StoneとSewellBrayの貢献 に よるもの とされてい る。 この2人 は,'46年 か ら'55年 にかけて
ケ ンブ リッジで ともに働 いていた。Stoneは,簿 記の複式記入方式 に基づ く国家 の会 計 システ ム
を考案 した人 である。 この社会 会計 に相 当す る国家 の会計 シス テムをつ くるに際 して,会 計上 の
諸 問題を解決 し,Stoneに 協 力した人 がBrayで ある。Stoneは,新 しい社会会 計を開発 した業
績で'84年Y'ノ ーベル賞を うけ るこ とになるが,Brayは,'4C年 代末V',Stoneの この社会会計 シ
ステ ムは企業会 計で も有 用であ る と考え,新 しい4つ の勘定 をつ く り,そ れに よる勘定 システ ム
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を提示 した のである。
Brayが つ くった4つ の勘定 は,1)活 動 勘定(activityaccount),2)収 入勘定(inc。meaccount),
3)支 出勘定(outlayaccount),4)残 余 勘定(restingaccount)で あ る。そ して,Brayは,表1
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の よ うな利益 の算定 とその分配 のため の損益計算書 モ デ ル を 提 示 し た。 この場合,営 業勘定
(operatingaccount)と も呼ばれ る活動勘定 は,企 業の実際 の活動 か ら生 じる営業剰余(operating
surplus)を 算定す る勘定 であ り,収 入勘定は,処 分可能成果(availableproduct)を 算定す る勘定
で あ り,支 出勘定は,産 出した富 の消費(consumptionexpenditure)と その将来へ の留保(saving)
し　　ラ　　　　ゆ
を決定す る勘定 であ り,残 余勘定 は,富 の留保 と資産形 成財源 との相互関係を示す勘定 とな る。
も っとも,Brayが 提 示 した この損益計 算書 モデルは,ま だ付加 価値の指標を基礎 にしてつ く
られ た ものではない。の ちに ユーゴスラ ビアで採 用 された会 計報告書 との比較 でふれ るよ うに,
労働 力への支出であ る賃金 は営業費 用(operatingoutgoingsNこ 含 まれ るなど して いるか らである。
しか しなが ら,Brayの なに よ りの貢 献はつ ぎの ことにあ った。 それは,富 の生産,消 費,蓄 積
とい う経済学上の概念に対応 して,収 入,支 出,資 本お よび留保 とい う会計学上 の概 念を与 え,
企業 の基本的な活動形態 を生産活動,消 費 活動,蓄 積活動 とに大別 した ことである。 そ して,生
産 活動に とって は産 出 した生産物 や提 供 した用役 がもた らした ものを評価す る こと,消 費 活動に
とっては生産 の成果 を利 用す る こと,蓄 積活動に とっては生産 の成果 の一部 を後 日の生産 と消費
のため に残す ことがそれ ぞれ 必要であ り,こ れ らのこ とを会計 は報 告書で明 らかに しなけれ ばな
らない とし,そ のモデルを提 示 した ことにある。
当時,オ ックス フォー ドで も,J.R.Hicksは 生産勘定(productionaccount),収 支勘定(income-
expenditureaccount),蓄 積 ・投 資勘定(saving-investmentaccount)を 提唱 して いた。Hicksが
提唱 した生産 勘定 と蓄積 ・投 資勘定 は,Brayの 活動勘定 と残余勘定 とに対応す るものであ った
　コ　
し,ま たHicksの 収支勘定 は,Brayの 収入勘定 と支出勘定 とに対応す るものであ った。
'51年 には,イ ングラン ド ・ウエール ズ勅許会計士協会 と 国立経済 ・社会研究所 との 共 同研究
結 果を まとめた報告書r若 干 の会計 用語 と会 計概 念』・が発表 された。 この報告書に は,'46年 か
ら'51年 にかけ て,Stone,Brayそ してHicksの3人 が,技 術作業委員会 の メン・ミーとして とも
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に研究 し,彼 らのその成果 が反映 されていたのであ る。
だが,Brayら がっ く りモデル化 した会計報告書 の構 造は,イ ギ リスで は採用 され る ことはな:
か った。
2.ユ ーゴス ラビアでの付加価値会計 の実践
Brayの 会計報 告書 モデル と付加価値 の指標 に基づ く利益 の算定 と分配 の方式 とを結合 させて・
企業 の損益計 算書 を作成す るこ とが,そ の後,ユ ーゴス ラビアにお いて実際 に行われ た。
周知 の よ うY',ユ ーゴス ラビアは,第2次 世界大戦後 の一時期に ソ連 と友好 な関係Y'あ ったが,、
のちに ソ連 か ら離 反 して い く過程 で,当 時の東欧諸国で採用 されて いた ソ連型企 業経 営 と異 なる
ロ　
独特 の労働 者 自主 管理 とい う企業経営 を創 出 した。 この経営方法 は,'76年 に制定 されたr連 合
(1)ソ 連型社会主義会計 と異なる会計制度は,ま ずユーゴスラビアで労働者 自主管理 とい う企業経営に照
応 して形成されていったが,そ の後'6C年 代になってからは,ソ 連型社会主義と距離を置いた 会計制度
は,そ の他の旧東欧諸国においても徐々にみられるようになった。この点については,引 用文献 〔30〕
を参照。
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(2)(3>
労働法』でその具体的内容が規定されたが,そ のもとで付加価値会計は実践 されたのである。
r連合労働法』によると,企 業の利益の算定 と分配は図1の ようになる。図1か ら明らか な よ
うに,ま ず総収益か ら物的費用と減価償却費を差し引いて,営 業利益が算定される。その際,総
収益は,販 売 した商品や提供 した用役か らの所得であり,物 的費用は,賃 金である個人所得を除
いた,原 材料費などの生産に要した経常費であ り,減 価償却 は,法 律で規定 された固定資産に対
する最小限の償却費である。つぎに営業利益から,1)利 益に対する租税(社 会政治共同体の全般的
社会的要求の充足のためのもの),2)利 益か らの分担金(教 育,科 学,文 化などの分野での集団的要求の
充足のためのもの),3)契 約上の支払 とその他の支払(利子,保 険料,最:小限を超過した償:却費などの経
営の経常的要求の充足のためのもの)を 差し引 く。残額が純利益 となる。ついで純利益から,1)総
個人所得(賃 金とその所得税),2)共 同消費基金(福 利厚生施設の維持運営費)を 差 し引く。残高が蓄
積 となる。そ して蓄積が,1)将 来の生産の物質的基盤を発展させるための経営基金,2)損 失を補
填するための予備基金として企業に留保されたのである。
こうした利益の算定 と分配の方式は,付 加価値の指標を軸に した利益の算定 と分配であるとい
える。 この場合,営 業利益が付加価値に相当することになる。 なぜならば,営 業利益は,売 上高
に相当する総収益か ら,前 給付価値に相当する原材料費 と減価償却費などを差 し引いて算定 して
お り,そ れは,さ きにみた減算法による付加価値の算定法に対応 しているか らである。そして,
(2)こ の 『連合労働法』については,そ の全訳が引用文献 〔19〕でなされているので参照されたい。
(3)こ の時期におけるユーゴスラビアの会計制度については,引 用文献 〔21〕,〔24〕を参照。
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(出所)〔28〕202
こ うして算定 された営業利 益か ら,納 税,分 担金支 出,契 約上 の支 払が行われ,賃 金 を支給 し,
将 来 のための利益留保 を行 っているのであ る。
さ らに,ユ ーゴスラ ビアにおいては,付 加価値を軸 に した この利 益の算定 と分配 の方式 に照応
す る,4つ の会計報告書を作成 した。 それ は,1)営 業利益 算定報告書(statementρfdetermination
ofoperatingincome),2)営 業利益分配 報告書(statementofallocation・f・peratingincome),3)
純利益分配報告書(statementofallocationofnetincome),4)蓄積分配報告書(statementofalloca・
t三〇nofaccumlation)で あ る(表2参 照)。 これ らの会計報告書は,Brayの 提示 したモデル と比較
す る と,そ れ ぞれつ ぎの よ うな一致 点 と相違点が あった。営業利 益を算定す る第1の 報告書 の機
能 は,Brayの 活動勘定 の機能 と同 じであ る。 だが,ユ ーゴス ラ ビア企業 の営業利 益の算定では,
賃金(個 人所得)を 考慮せず,営 業利 益を付加 価値 の概 念に接近 させ ているのに対 して,Brayの 営
業剰余 の算定 では賃金を考慮 しているので,営 業 利益 の概 念 と営業剰余 の概念 とは異な って いる。
営 業利 益の分配を示す第2の 報告書 の機能 はBrayの 収入勘定 の機能 と同 じであ り,純 利 益の概
念は処分可能成果 の概念 に近 いが,純 利 益の中には賃金が含 まれ ているのに対 して,処 分 可能成
果 の中に は賃金 は含 まれず,す でに活動 勘定で処 理 されて いる点 で異 なってい る。 賃金つ ま り消
費 と蓄積つ ま り将来 の経営 のための貯蓄 への純利益 の分配 を示 す第3の 報告書 の機能 は,Brayの
支 出勘定 の機 能 と類似 して いる。そ して,企 業 に留保 され る蓄積の使途 を示す第4の 報告書 の構
_〔28〕203成 は
,資 本的支 出,資 本的収入 を%rし ているBrayの 残余 勘定の構成 とは異 なって いるのである。;
いずれ にせ よ,ユ ーゴス ラ ビアでつ くられ た損 益計 算書に当た るこ うした会計報 告書は,Bray
が提示 した会計報 告書 モデル と付加価値 の指標 に基 づ く利 益の算定 と分配 の方式 とを結合 させた
ものであ ったのであ る。そ して,r連 合労働法』は,こ れ らの会計報 告書 か ら得 られた デー タ か
〔28〕2(kら
,企 業 活動 の経 営成果 と労働者 の労働成 果を,つ ぎの指標で分析す る ことに したのであ る。
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これ らの指標 の中には,企 業の労働者 自主管理に必要 な労働 者1人 当た りに対 す る指標が多数
ある こ とに注 目しなけれぽな らない。それ は,資 本主義 の経営分析 においては,資 本 と利益 との
比率つまり資本利益率(毯資本)腫 祝す・のと極めて対照的であ・からであ・・
また,ユ ーゴスラビアでは,そ の当時,企 業といわず労働組織,賃 金 といわず個人所得といっ
てお り,こ のことも労働者自主管理の思想を反映するものであったが,な によりも,自 主管理の
もとで,付 加価値の指標に基づいて利益の算定と分配の方式を採用 したのは,生 産の主人公で労
働の担い手である労働者を労働の成果か ら疎外させることなく,「労働者が……剰余労働の 管 理
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者になる」 ことを狙っていたからである。そこで,付 加価値に相当する営業利益は,企 業の労働
集団での討議を経て分配 されていったのである。 とくに,こ の討議においては,消 費 としての賃
金への支給部分 と,蓄 積としての将来の生産のための利益留保部分との比率が重要な事柄であっ
たが,そ れは,資 本主義企業においては,従 業員が,賃 金の額を自ら決定できず,企 業の利益留
保部分を 自ら管轄できないことと極めて対照的であったのである。
ユーゴスラビアにおいては,こ うした特色ある付加価値会計は,'88年 まで実際に採用されてい
た。しかし,'89年 の東欧諸国における激変を前にして,'88年 末,経 済危機からの脱出のために,
④
新 しいr企 業法』を制定してこれまでの経営方法を改めようとしている。では,な ぜ労働者自主
管理のもとでの付加価値会計が充分な効果を発揮できなかったのであろうか。その原因について
は,こ れからも詳細に検討しなければならないが,つ ぎのような問題があったと考えられよう。
1)小規模 な組織で多くの基礎組織(自主管理権を持った労働上の1つ のまとまった組織)を労働組織(企
業)内 につ くったため,これ ら基礎組織間での利益の算定 と分配の討議に時間を費や し・その調整
が煩雑であったこと。2)企 業の労働集団が当面の生活や狭い自己の利害のみ考えたため,減 価償
却の最小限度枠を法で規制せ ざるを得なかっただけでな く,当 然蓄積すべ き利益留保部分 までも
(4)こ の 『企業法』については,そ の全訳が引用文献 〔16〕でなされているので参照されたい。
(171)付 加価値会計の史的展開7
賃金へ振 り向けたこと。3)イ ンフレの1つ の原因となった産出した生産物の価格を安易に引き上
げて,売 上高を高めたこと。4)生 産の主人公であるべき労働者も,経 営意思決定の場である労働
者集会や労働者評議会 も,総 じて,企 業経営に とって欠かせない会計 と管理の能力に欠けていた
ことなどである。もっとも,こ の国で当時採用されていた付加価値会計システムの中に,そ れが
有効に作用 しないシステムとしての欠点を持っていたか も知れない。だがそのことは,そ の欠陥
を取 り除き,シ ステムをより有効に作用するものに改編すれば良いのである。ユーゴスラビアで
付加価値会計がその効果を充分に発揮できなかったのは,こ のシステムそれ自体の欠陥よりも,
む しろ上記のような原因によるところが大きいと思われる。付加価値会計を展開させる諸条件が
整っていなかったのである。だが,た とえ,ユ ーゴスラビアから付加価値会計の実践が消えたと
しても,こ の会計は無視できない意義を持っているのである。
3.ソ 連への付加価値会計の伝播
付加価値会計はユーゴスラビアで'88年 まで確かに採用されていたが,こ の会計を導入 し よ う
(5)
とする試みがペ レス トロイカ開始後のソ連で行われた。
'86年2月 の第27回 党大会では,社 会的所有の財産の利用において生産,企 業,社 会の主人公で
あるべ き労働集団の役割を高めるために,彼 らの労働支払を 「直接に製品販売による企業収入に
〔22〕44
見合 うもの」にする方向が提起された。そ こで,こ の方向を具体化する論議が展開されていった。
論議の中から,付 加価値に相当する所得の概念を企業活動の業績評価指標 とする考えが浮上し
て きた。それは,売 上高から賃金を除いた生産に要 した費用をまず差 し引いて,そ の残高から,
租税や上納金を支払い,ま た将来の生産のための基金を積み立て,賃 金などを支給する,と いう
構想であった。そしてそれは,労 働支払を企業活動の最終成果と密接にリンクさせ,'同 時にその
支払の多寡を産出する生産物の質 と量,利 用する生産資源の効率性 と直接的に関連 させる,と い
うものであった。
⑥
この考えは,'87年6月 に制定 され,'88年1月 から施行されたr国 有企業(合同)法 』(以下,r国
有企業法』と略称)の 中に盛 り込 まれた。 この法律は,国 有企業の独立採算制の第1形 態 と第2形
態を規定 した。利潤(nPH6Hπb)の ノルマチーフ的分配 と呼ばれる第1形 態では,利 潤の算定方
式はこれまでの伝統的なものとほぼ同じであった。つまり,利 潤は売上高から原価を差し引いて
算定 され,そ の原価の中に賃金を含めていた。他方,所 得(双ox。u)の ノルマチーフ的分配と呼
ばれる第2形 態では,所 得の算定方式は ソ連にとっては新 しいものであった。つまり,所 得は売
上高か ら物的費用(MaTepHa価Ha只3aTpaTa)を 差し引いて算定され,そ の物的費用の中に賃金を含
めなか った。そしてこの算定された所得が,図2の ように分配されるとした。こうした所得の算
定 と分配の方式は,付 加価値の指標を軸にしているものであった。その際,所 得が付加価値に相
当することにな り,そ の所得を売上高か ら前給付価値に相当する物的費用を差し引いて算定して
〔23〕18～21
(5)な お,旧 東 ドイツでも,'80年から,付 加価値を企業活動の業績評価指標とすることが行われていた。
⑥ このr国 有企業法』については,そ の全訳が引用文献 〔15〕でなされているので参照されたい。
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図2
売 上 高
物 的 費 用 所 得
国 庫へ の
支 払
上級機関へ
の上納金
支 払 利子 独立採算制
所 得
生産科学技術発展基金 社会的発展基金
単一の労働支払基金
(独立採算制所得残余額)
物質的報奨基金 賃 金 基 金.
(出所)『国有企業法』に基づいて筆者作成
ωいる点は
,ユ ーゴスラビアの場合 と同様に,減 算法による付加価値の算定法を採っていた。
r国有企業法』は付加価値の指標に基づ く所得の算定と分配の方式を規定 したが,そ れは そ の
方式のより具体的なより詳細な内容を示 したものではなかった。そこで,『 国有企業法』で 定 め
られた枠の中で,所 得の算定 と分配の方式のための会計をどのように構築するのかの論議が引き
続き行われていった。
この論議では,独 立採算制の第2形 態はこれまでソ連ではあま り知 られていなかっただけに,
さまざまな解決すべき問題が噴出した。 とくに,'88年2月 の円卓会議においては,付 加価値 会
計を採用 した場合の原価計算の在 り方について論議が白熱 した。その論議の要点はつぎのようで
〔2〕17～21
あった。
これまでの伝統的なシステムにほぼ相当する独立採算制の第1形 態では,賃 金は,生 産過程の
段階で売上高と関係なく生産物の原価に算入 され,生 産資源の効率的利用 とも関係な く生産高の
みと関連するのに対して,新 しいシステムである第2形 態では,賃 金を含む労働支払は,実 際の
売上高か ら物的費用などを差し引いた所得か ら支給 され,生 産資源の効率的な利用や節約とも関
連する。 これが両者の本質的な差異である。であるならぽ,前 者では,生 産物の原価に対象化さ
れた労働 と生 きた労働 とを含めるのに対 して,後 老では,原 価は対象化された労働のみとなる。
では,こ の後者の場合の原価とはどのような概念で,そ の原価をどのように計算するのか。原価
は生産費 と関連があるが,対 象化 された労働と生きた労働 とを生産費とし,売 上高か ら物的費用
を差 し引いた ものを原価 とする。たとえぽ,商 業企業の場合に,商 品の仕入原価が主な原価 とな
(7)こ の時期のソ連における国有企業の独立採算制の第1形 態と第2形 態の詳細な内容については,引 用
文献 〔26ユを参照。
(173)'付 加価値会計の史的展開9
り,そ れを税金などとともに売上高から差し引いた残高が所得になると考えれば良い。では,生
産物の卸売価格をどのように決定するのか。 また賃金を含む実際原価の計算なくして企業 の収益
性を明らかにすることができるのか。 どこが生産物の価格を決定するのかとい う問題は残るにし
ても,価 格決定に必要なデータは計画原価計算またはノルマ原価計算か らのデータを活用すれぽ
良 く,実 際原価計算のデータは決定された価格を統制するときにのみ必要である。いや,実 際原
価は経営管理の重要な指標であ り,実 際原価計算は依然として必要であるのではないか。
こうした論議の中か ら,ソ 連では,r国 有企業法』の施行にともな う一連の規程が公表 され,
それ と並行して'88年12月 には,新 しい条件のもとでの企業会計の実施についての方法論が示さ
⑧
れた。 この方法論によると,.独 立採算制の第2形 態を採用する企業では,生 産費は物的費用のみ
で計算し,生 産物の総原価はその物的費用 と労働支払基金の支出額 とに基づいて算出され ること
となった。
4.ソ 連の付加価 値会計 システ ム
r国 有企業法』 の施行 に ともな う一連 の規 程 と'88年12月 の企 業会 計の実施につ いて の方法論に
よって,独 立 採算制の第2形 態 のも とで の所 得 の算定 と分 配の よ り具体 的な よ り詳細 な内容は,
・ つ ぎのよ うに明 らか になって きた(図3参 照)。
す でにみた よ うに,付 加 価値 に相 当す る企業 の所 得は,売 上高か ら物 的費用を差 し引いて算定
され る。 この場合,売 上高 となる ものは,企 業 が販売 した生産物,遂 行 した作業,提 供 した用役
か らの売 上額 であ る(ソ 連では,生 産物,作 業,用 役を一括 してたんに生産物としばしば総称される。本
稿でもそれに従うている)。 この売上額を認識す る基準 は,銀 行にあ る当該企業 の決済勘定 への代金
の振 り込 み とい う事実 である。他方,物 的費 用 とな るもの は,原 材料費,購 入半製 品費,エ ネル
ギー費,用 役費,そ の他 の支払費用,減 価償却 費,社 会保険費 などである(こ の場合も,売 上高か
らまず差し引かれる費用は,よ り正確に表現すれば,物 的費用およびそれと同一視される費用とな る が,ソ
連では,こ の2つ を一括 してたんに物的費用 としぼ しば総称される。本稿でもそれに従っている)Cい うま
〔3〕53～55
で もな く,賃 金 な どの労働支 払は この物 的費用 には含 めない。
〔11〕23
こ うして算定 された所 得か ら,ま ずつ ぎのものが支 払わ れ る。
(1)国 庫 に対す る生産 フォン ド使 用料の支 払。 これ は生産 フ ォ ン ドを効率的Y'運 用 させ,不
急 ・不要 の機械 や設備 な どの死蔵を防 ぐため に徴収 され る使 用料であ る。
(2)国 庫Y'対 す る労働資源使用料 の支払。 これ は労働 力の養成費,従 業員 とそ の家族 の社会 ・
文化的用役費,公 益 ・生活 的用役費 の国家負担分 を補填す るために徴収 され る使 用料であ る。
(3)国 庫V'対 す る天然資源使用料 の支払。 これ は土地,水,鉱 物資源な どを利用す る際 に徴収
され る使 用料 であ る(た だし,コ ルホーズ,ソ フホーズの灌厩用水は無料)。
(4)銀 行に対 す る利 子 の支払。 これ は銀行か らの借 入金に対す る利子 の支払で ある。
売上高 か ら上記 の支 払額 を差 し引いた残高が,決 済所 得 となる。
(8)こ の方法論は,引 用文献 〔3〕,〔4〕 および 〔13〕で公表されている。
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図3
売 上 高
1
(差 し引く)
物 的 費用
分配される所得(1500)
生産 フォン ド
使用料(170)
天 然 資 源
使用料(30)
労働 資源
使用料(50)
信用に対す
る利子(50)
決済所得(1200)
ノルマ チー フ
12%
ノルマチーフ
6%国庫への控除
(140)
省への控除
(70)
財 務 的
予備(30)
独立採算制所得
(990)
非生産的所得
と損失の残高
.(一60)
分配のための独立採算
制所得(900)
ノル マチーフ27%ノ ルマチ ーフ11%
生産科学技術
発展基金(240)
社会的発展
基金(100)
単一の労働支払
基金(560)
物質的報奨基金
賃金基金
(出所)〔27〕10
ついで この決済所得から,つ ぎのものが控除される。
(5)国 庫 と地方予算に対する決済所得の控除。これは決済所得からの納税額である。
(6)上 級機関(省)に 対する決済所得の控除。これは企業の所属する省への資金の上納である。
この資金は,決 済所得の控除の外に,更 新用減価償却控除の一部からも上納した。
決済所得か ら上記の控除額を差し引いた残高が,企 業の管轄におかれる独立採算制所得 となる。
ここで,企 業の将来の財政のための財務的予備,非 生産的所得と損失の残高を加減する。
この加減された独立採算制所得から,つ ぎのものが積み立てられる。
(7)生 産科学技術発展基金の積立。 これは科学 ・研究活動,試 作 ・設計活動,固 定資産の更新
(175)付 加価値会計の史的展開11
と拡張,流 動資産の補充などのための積立である。 この資金は,独 立採算制所得の外に,更 新用
減価償却控除,未 利用過剰な固定資産の売却金(除 却費を除く),賃 貸料からも積み立てる。
(8)社 会的発展基金の積立。 これは住宅の建設,福 利厚生施設の充実,健 康増進や文化施策の
実施などの従業員の社会的必要性を充たすための積立である。
独立採算制所得か ら上記の積立額を差し引いたものが,独 立採算制所得残余額 となる。 これが,
労働の貢献度に応 じて企業の労働集団へ支給 されるすべての単一の労働支払基金 となる。
最後にこの労働支払基金から,つ ぎのものが積み立てられる。
(9)物 質的報奨基金の積立。これは報奨金,賞 与などのための積立である。
⑩ 賃金基金の積立。 これは賃金の支給のための積立である。
以上のような所得の算定 と分配の方式が,ソ 連では'88年1月 から,独 立採算制の第2形 態 を
採用する国有企業へ導入されることになった。
たしかに,独 立採算制の第2形 態においては,企 業の所得は付加価値に相当するものとして算
定 された。だが,そ の所得は,ユ ーゴスラビアの場合のように,企 業の労働集団での討議を経て
分配されることはなかった。 この時期のソ連では,社 会主義 自主管理が経営情報の公開,企 業長
などの選挙による選出制,労 働集団評議会などとともに強調される一方で,所 得の分配について
は依然 として厳 しい国家規制があった。社会的不公平をなくすためセこ,税 率や利子率を社会的に
決定することは許 され るが,統 一税制がまだできていなかったので,国 庫と地方予算に対する決
済所得か らの納税額は定かでないが,銀 行に対する支払利子は借入金の使途 目的に従って異なる
利子率で支払っていた。しか し,そ の他の多くの支払と積立に対しては,国 家によ って設定され
たノルマチーフがあった。生産フォンド使用料は,生 産的固定資産 と基準化流動資産の年平均価
額Y'対 する2%,4%,6%または8%で 支払い,労 働資源使用料は,平 均登録従業員1人 当た　
り300ル ーブル(た だし,労 働力過剰地域では200ルーブル)で 支払わねぽならなかった。 自然の水を
工業用水 とする場合,企 業は規定の価格で天然資源使用料を支払った。省への資金の上納額にも
ノルマチ_フ があった。 さらY=生 産科学技術発展基金への積立は,企 業の5カ 年計画の投資額
とそれに係わる費用支出額に基づいて積み立て,社 会的発展基金への積立は,企 業の5カ 年計画
の住宅,そ の他の非生産的建築物の建設費に基づいて積み立てなけれぽならなかった。その うえ,
ロ　コ
財務的予備の額 も,生 産科学技術発展基金と社会的発展基金に向ける所得の5%と 制限されてい
裂。 こうして,支 払を初め企業の掌管となる諸基金への積立す らも,国 家によって設定されたノ
〔3〕53～55,〔ll〕23
ルマチーフに基づいて行われたのである。
こうした国家規制による所得の分配がなされたあとに,最 後に残 った独立採算制所得残余額が
単一の労働支払基金となった。労働支払の多寡は売上高ひいては付加価値に相当する所得の多寡
とリンクしたとはいえ,独 立採算制所得残余額を算出するまでの所得の分配の各段階に厳 しい国
(9)そ の後,'90年1月 からは,企 業の管理職員についての労働資源使用料は,300ル ーブルから600ル ー
ブルに引き上げるとした(た だし,障 害者,年 金生活者を採用している小企業や生活サービスのための
〔7〕68～70
企業に対 しては,管 理職員の労働資源使用料は免除)。
12『 明大商学論叢』第74巻 第3・4号(1992年3月)』(176)
表3
i.総 売上高
2.物 的費用(減 価償却控除,社 会保険控除,そ の他の貨幣支出と費用,た だ し賃金を除 く)
3.総 所得額 〔1-2〕
4.生 産 フォンド使用料
5.今 別動資源使用料
6.短 期信用に対する支払利子
7.決 済所得 〔3一(4+5+6)〕
8.決 済所得からの控除:
a)国 庫(地 方予算)へ
b)省 へ
9.独 立採算制所得 〔7-8〕
10.全 ソ連邦社会主義競争の成果に対するプレミアム
11.企 業に留保される売上以外の所得残,独 立採算制所得で補填される損失残
12.企 業の財務予備
13.経 済的刺激基金と労働支払基金の形成のために利用される独立採算制所得
14.独 立採算制所得からの控除:
a)生 産科学技術発展基金
b)社 会的発展基金
15.労 働支払基金(独 立採算制所得残余額)〔13一(14a+14b)〕
(出所)〔11〕23
家規制があ ったのである。単一の労働支払基金は見積によって支出されるが,こ の支出見積は企
業の労働集団で事前に審議され,そ の賛同後に,そ れは企業の管理部,労 働集団評議会,労 働組
合で共同承認 した集団契約となった。この契約 と実際の労働の貢献度に従って,労 働集団への労
働支払が行われていった。 この点で,ソ 連では,付 加価値の分配をめぐっての労働集団の討議の
余地は,ユ ーゴスラビアの場合と異なって,か なり狭かったのである。
しかも,こ の時期のソ連では,売 上高の大 きさを左右する生産物の価格決定権はまだ企業に与
え られてお らず,こ の点でも,生 産物を市場価格で販売できたユーゴスラビアの場合と異なって
いた。
また,ユ ーゴスラビアでは,さ きにみたように,付 加価値を軸 にした利益の算定 と分配の方式
に照応 した4つ の会計報告書が作成されたが,ソ 連では,せ っか く付加価値に相当する所得の概
念を導入しなが らも,そ の算定 と分配の方式を会計報告書によって広 く社会的に制度化するまで
にはいたらなかった。それはせいぜい1つ のモデルとしての所得の分配書を提示するにとどまっ
た。表3は そのモデルである。そして,こ の所得分配書モデルに基づいて,主 として所得形成と
oo
所得分配の要因,そ の相互関連を解明しようとする研究が僅かにみられるが,ユ ーゴスラビアの
ような企業活動の経営成果 と労働者の労働成果を分析する方法は,ソ 連では顧みられなかったの
である。
αOた とえば,引 用文献 〔5〕 を参照されたい。
(ユ77)付 加価値会計の史的展開13
5.ソ 連の付加価値会計の問題点
これまでみてきたように,ソ 連の付加価値会計システムは図4の 左側のようになる。それは,
労働支払基金の額は所得の多寡 とリンクし,リ スクもともな うが企業活動に対する労働集団の刺
激効果を高めるシステムとしてつくられた。だが,こ の平ステムの中に,そ れが有効に作用しな
いシステムそれ 自体の欠陥があった。
〔12〕10～11
まず,所 得の算定上の主要な欠陥として,つ ぎの点が指摘 された。
第1は,労 働支払基金を大 ぎくするために,仕 掛品,完 成製品の在庫高を操作して,所 得を人
為的に大 きくすることがで きた ことである。在庫高の中に含まれている物的費用をどのように取
ω
り扱 うかによって,所 得そして労働支払基金の額は変化するからである。つま り,物 的費用項 目
の規定や在庫高の会計処理が,ま だ充分に整備 されていなかったのである。
第2は,所 得の算定後に銀行信用(借 入金)に 対する利子を支払い,仕 入先に対する債務(買 掛
⑳ こ の 点 を 仮 設 例 で み て み よ う。 い ま,つ ぎ の よ うな1か ら5ま で の 会 計 上 の 金 額 と,6か ら8ま で の
規 定 の ノ ル マ チ ー フ に よ る 支 払 と控 除 の 額 が あ っ た と す る(単 位 は ル ー ブ ル)。
1.生 産 費 ・… … … 一 … … ・… … ・… ・… … … ・… … … … ・・… … ・… … … … … ・一 ・… … 一 … … ・… ・1,400
そ の 中 の 物 的 費 用 … … … … … ・… ・… ・… … ・… … … ・… … … 一 … … ・… … … … … … … ・… ・1,150
2.仕 掛 品,完 成 製 品 在 庫 と 積 送 商 品:
仕 掛 品 ・… … … … … … ・… ・… … … … ・… ・… … … … … ・… ・・… … ・… … … … … … … … … … ・… ・・…50
そ の 中 の 物 的 費 用 … … … ・… … … ・… … … ・・… … … ・… … … ・… … … … … … … ・… … … ・… ・…41
完 成 製 品 在 庫 と 積 送 商 品 … ・… ・・… ・… … ・・… ・… … … … … ・… … … ・… … … ・・… … ・… … … …170
そ の 中 の 物 的 費 用 … … … … … … ・… ・・… … …'… ・・.…'… …'… … … ・… … … …'…'…"….145
3.生 産 物 の 売 上 高(卸 売 価 格 に よ る)… ・… … … … … … ・… … … ・… … ・・… … … … 一 … ・… ・・1,420
4.生 産 物 の 生 産 高(卸 売 価 格 に よ る)… … … … … … ・… … ・… … ・… … ・… … … … … … ・… … ・1,620
5.生 産 物 の 積 送 高(卸 売 価 格 に よ る)… … … ・… … … ・・… … ・… … ・… … ・… … 一 … ・… … ・…1,510
6.国 庫 へ の 支 払(生 産 フ ォ ン ド使 用 料 等)一 … … ・… … ・・… ・… … … … ・… ・… … … … ・… … ・…107
7.上 級 機 関 へ の 支 払 … … … … … … ・・… ・… … … … ・… ・… … … … ・・… … ・… ・… … … … … ・・… … … … ・60
8.諸 基 金 へ の 控 除:
生 産 科 学 技 術 発 展 基 金 … … … … ・・… ・… … ・… … … ・… ・… ・・… … … … … ・… … … ・・… … … ・… …35
社 会 的 発 展 基 金 … … … … ・… … ・… …__.__、__.____..___._.__..____10
物 質 的 報 奨 基 金 ・・… … … … … ・… … … …_…..._____.._._._____...___.._28
こ の と き,仕 掛 品,完 成 製 品 在 庫 お よ び 積 送 商 品 の そ れ ぞ れ の 物 的 費 用 を,考 慮 し な い 場 合 と 考 慮 す
る 場 合 と で は,労 働 支 払 の 額 は ど の よ う に な る か を み る と,つ ぎ の よ うに な る 。
ま ず 考 慮 しな い 場 合 を み る と,労 働 支 払 の 額 は つ ぎ の 算 式 か ら58ル ー ブ ル と な る 。1,420一(1,150+
107+60+35+10)=58こ こ で 生 産 費 か ら 物 的 費 用 を 差 し 引 い た 額 を 賃 金 と す る と,賃 金 を 支 給 す る に
必 要 顯 は25・ ル ー プ・レ(・ … 一]・15・一25・)・ な ・ … て ・場 合t・は ・ 齢 は23%(58
250・1・ ・)
の み しか 支 給 で きな くな るば か りか,物 質 的報 奨 基 金 へ の控 除 は 全 くで きな くな る。
つ ぎ に考 慮 す る 場 合 を み る と,労 働 支 払 の額 は つ ぎ の 算 定 か ら244ル ー ブル とな る。1,420一(1,150-
41-145)=456,456一(107+60+35+10)=244そして 賃金 を 支 給 す る に 必 要 な 額 は6ル ー ブ ル(250-
244=6)不 足 す る。 さ らに 物 質 的 報 奨 基 金 へ の控 除額28ル ー ブル を 加 算:する と,不 足 額 は34ル ー ブル
(6+28=34)と な る 。 この場 合,賃 金 が 支 出超 過 す る理 由 は,50ル ー ブル の 仕 掛 品,170ル ー ブル の完
成 製 品在 庫 と積 送 商 品 か らの220ル ー ブル(50+170=220)を考 慮 した 結 果 で あ り,そ の うち の34ル ー
ブル(41+145=186,220-186=34)が賃 金 と な るか ら であ る。 な お,こ の仮 設 例 は 引用 文献 〔1〕 に
示 され て い た 例 を 応 用 した も の で あ る。
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(179)付 加価値会計の史的展開15
金)を 決済するので,算 定された所得の額は企業にとってのすべての支払 と負債を示 したもので
はないことである。このため,経 済的制裁の措置が当時あったにせよ,支 払 ・決済期限が経過 し
ても,支 払 と債務を精算せず,そ の資金の任意な運用の余地を企業に与えたのである。つ まり,
資金運用や財政状態を正確に反映できる会計方法がまだ整備されていなかったのである。
第3は,売 上高には生産物(作 業 ・用役)の 販売額のみを含め,そ れ以外の収入は所得の算定後
の独立採算制所得に含めたことである。 このことは,企 業活動のために資金をいっそ う合理的に
自由に活用させる条件を企業か ら奪 うことになる。つまり,企 業の営業活動 と営業外活動 との区
分はすでにあったが,そ の会計上の処理方法はまだ整備されていなかったのである。
その外に,社 会保険控除が物的費用の中に含められていること,短 期借入金の利子が所得から
支払われていることなどである。
所得の算定上のこうした欠陥を取 り除くたあに,つ ぎのようなシステムの改善が提案 された。
まず,売 上高を,企 業のすべての活動について決済された金額と受け取った金額 とする。つぎに,
この売上高か ら,仕 入れた原材料,購 入した用役の価額を初めとして実際に支出した額を差し引
く。 さらに,流 動資産の回転率を早めて在庫高を削減し,正 確な在庫評価を行 う。 また,社 会保
険控除を物的費用に含めず,所 得から取る。そして,短 期借入金の支払利子を支出項 目とするこ
となどである。
〔12〕10～ll
また,所 得の分配上の主要な欠陥として,つ ぎの点が指摘 された。
それは,な によりも,す でにみたように,国 庫 ・地方予算への納税額の外に,所 得か らの諸資
源に対する使用料の支払額,省 への資金の上納額が国家によって設定されたノルマチーフで既決
され,さ らに企業の管轄におかれる独立採算制所得からの諸基金への積立額も同 じようにノルマ
チーフで既決されていたことである。 こうした多数のノルマチーフがあることによって,こ の時
期に強調された完全独立採算制の効力を発揮できず,企 業の労働集団の潜在的活力を引き出す こ
とも,生 産資源の効率的な利用に対する関心 も高めることもできなかった。しかもその うえ,そ
● ⑫
れは,ノ ルマチーフの設定を通 しての国家,省 による企業支配の問題とも関連 していたのである。
所得の分配上のこうした欠陥を取 り除 くために,つ ぎのようなシステムの改善が提案 された。
その基本的な志向は,国 家が設定するノルマチーフの数をできるだけ減 らすことである。まず,
国庫 ・地方予算への納税額,省 への資金の上納額は税率などで社会的に規制する。よって税率は
特殊なノルマチーフとして残す。つぎに,諸 資源に対する使用料の支払は,す べての企業か ら徴
収するのではなくて,大 きな所得をあげた企業から徴収し,そ の支払った使用料を生産費 として
処理する。 さらに,独 立採算制所得か らの諸基金への積立額は,企 業の自主的な裁量にゆだねる。
それによって,企 業自身のイニシアティブを高めて,生 産の発展と労働集団の社会的発展へ資金
を分配する。その際,生 産科学技術発展基金 と社会的発展基金の2つ の基金に代わって,拡 大再
生産の財源と福利厚生費とに使われる科学技術 ・社会的発展基金とい う1つ の基金をつ くる。そ
⑫ 国家と省による企業支配の問題については,引 用文献 〔25〕,〔29〕を参照。
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して,財 務的予備 を リス ク基金 とす る。 その積 立額 は企 業が決め,そ の資金は労働支払 に も流用
〔12〕10～11
で きる よ うにす る ことなどで ある。
以上 の よ うな改善が なされれ ぽ,考 え られ得る付加 価値会計 シス テムは図4の 右側 のよ うに な
る。
ソ連 の付加価値会計 は,指 摘 され た よ うな問題点 があ るに もかかわ らず,r国 有企 業法』の'88
年1月 か らの施行 によ り,取 りあえず 採用 されてい った。 しか し,早 くも'89年8月 には,『 国有
〔14〕5
企業 法』は改正 された。 その改正 は,企 業に有価証 券の発行,対 外経済活動 の実施 な どを認 め る
以外 に,企 業や職場を賃貸請 負方式 へ移行 させ るためであ った。 このため,こ の賃貸請 負方式 は
独立採 算制 の第3形 態 と俗 に呼ばれ るよ うに な り,人 び との関心は これ までの第2形 態か らこの
新 しい第3形 態 へ移 ってい った。 ここに,第2形 態 のもとで展開 され よ うとした所得 の算 定 と分
配 の方式 に対 する関心 は薄れて いった。
とい っても,第3形 態 と呼 ばれる賃貸借制企業の もとで も,付 加価値を軸 に した所得 の算定 と
(181)付 加価値会計の史的展開17
分配の方式を,第2形 態の場合よ りもいっそ う発展させることのできる可能性は残っていた。な
ぜならぽ,賃 貸借親企業の場合,そ の所得の分配はつぎのようになるか らである(図5参 照)。ま
ず売上高か ら,減 価償却費を含む賃借料を支払いrま た賃借料に含めた減価償却費を除 く物的費
用を差し引 く。ついで税金 と利子を支払ったのち,損 害補償金などの受取額 と支払額 とを加減 し
て独立採算制所得を算出する。そ してこの独立採算制所得を,労 働支払 と再生産基金 とに分配す
る。 この場合,売 上高か ら賃借料 と物的費用を差し引いた残高が,付 加価値にほぼ相当す るだけ
でな く,独 立採算制所得の消費(労 働支払)と 蓄積(再 生産基金)へ の分配は,企 業や職場を賃借 し
た労働集団の自主的な判断で行 うようにし,個 々の労働者への労働支払も各人の労働貢献に応 じ
て行 うことにした。よって,そ こには 「賃金範疇に代わって所得範疇が現れ,労 働力商品関係で
はなく,共 同労働関係に対応 した分配関係(「能力に応じて働き,労 働に応じて受け取る」)が成立する
可能性が生 じ,… …これ とともに,利 潤の最大化ではなく,1人 当 り所得の最大化が企業の目的
〔18〕23
関係 となる」とい う理論上の萌芽 もみられた。
だが,付 加価値会計をいっそ う展開させることのできる独立採算:制の第3形 態の採用に踏み切
りなが らも,こ こで も付加価値会計は発展しなかった。それは,こ の時期のソ連では,新 たに生⑬
じた賃貸借関係取引の会計処理についての討議にのみ終始 してしまったからである。 このため,
ユーゴスラビアのような労働者1人 当た りY'対する経営指標による経営分析の方法や,付 加価値
を軸にした所得の算定 と分配の方式に照応 した会計報告書の作成 も,第2形 態の場合と同様に,
顧み られなかった。
しかもその後,r所 有法』,『土地法』,『賃貸借法』,r税 法』,r企 業法』などの一連の経済法が,
相互に整合性を持つ こともな く相次いで公布されていった。その中で,さ きのr国 有企業法』に
αの
代わって'90年6月 に制定され,'91年1月 か ら施行 されたr企 業法』は,所 有形態に関係なく,
すべての企業に適用 され る法律であった。このたあ,同 法のもとで,国 有企業は,協 同組合,賃
貸借制企業,株 式会社,小 企業,合 弁企業などとともに,同 じ条件で活動 していくこととなった。
そして,'90年10月 には,市 場経済移行の基本方向も決定され,さ らに,市 場経済への移 行 との
関連で,企 業の所属する産業部門や所有形態に関係なく,'91年 か らすべての企業で採用 される
㈲
新しい財務諸表の様式も発表 された。 この財務諸表は,西 側の伝統的な会計経験を摂取してつ く
られた ものであった。 よって,そ れは,付 加価値を軸にした所得の算:定と分配の方式に照応した
会計報告書では当然なかった。
結果 として,付 加価値会計は,ソ 連では,'88年 か ら'90年の僅か3年 間,確iか に採用されたが,
そのほんの第一歩を踏み出したところで終わった。 より的確にいえぽ,付 加価値会計の採用では
なく実験が,そ の問題点を解明し総括することなく終わ ってしまったのである。
鱒 この時期における賃貸借関係取引の会計処理については,、引用文献 〔6〕,〔8〕 を参照。
αの この 『企業法』については,そ の全訳が引用文献 〔17〕でなされているので参照 されたい。
⑯ 当初,企 業の所有形態別や規模別に異なる財務諸表の様式がつ くられたが,そ の後,一 転して,す べ〔9〕53.〔u〕55
ての企業で採用 されることになった1つ の同じ財務諸表の様式が公表された。
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表4
salesrevenue
less.sociallynecessaryexpenditure
economicsurplus
1θεεexternalredistributionofeconomicsurplus
(i.e.rent,interest,dividends,etc.)
corporateincome
1θ∬internalconsumptionofeconomicsurplus
αe・discretionaryexpenditures)
saving
(出所)〔28〕207
もっとも,付 加価値会計は国有企業のみに適した会計ではな く,所 有形態 と関係なくすべての
企業にも採用でき得る会計でもある。 さらにそれは,ソ 連経済が市場経済へ移行 したもとでも採
用でき得る会計でもある。た とえ,大 きく揺れ動いたペレス トロイカの時期にソ連か ら付加価値
会計の実験が消えたとしても,こ の会計には無視できない意義を持っている。その意義は,再 び
イギ リスにおいて強調されたのである。
6.DerekBaileyの 付加価値会計 の改 編
ソ連 で付加 価値会計へ の人び との関心 がな くな り始めた頃,こ の会 計の意義 を重視 してそれを
い っそ う改編 しよ うとす る考えが あ らわれ た。それ は,主 として労働 者 と人び との利 益を擁護す
る視点か ら,付 加価値 を基礎 に した より改編 された会計報 告書 を作成 する考えであ る。 この見解
は・ イギ リス の批判会計学派 の中で ソ連 会計を研究 してい るDerekBaileyに よって示 された。
まず,Baileyは,マ ル クス経済学 の方法論 に基づ いて,損 益計 算書(incomestatement)の 主
要 な骨格 をつ ぎのよ うY'示 す(表4参 照)。 表4か ら明 らか なよ うに,そ の骨格 は,売 上収益(sales
revenue)か ら社会的に必要 な費用(sociallynecessaryexpenditures)を差 し引いて,経 済的剰余
(economicsurplus)を 算定 し,経 済的剰余か ら経済的剰余 の外部 的再分配(externalredistribution
ofeconomicsurplus)を 差 し引いて,企 業利益(corp。rateincome)を 求め,企 業利 益か ら経済的
剰 余 の内部的消費(internalconsumptionofeconomicsurplus)を差 し引いて,留 保額(saving)を
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示 す もの となっている。
つ ぎに,Baileyは,こ の損益計算書 の骨 格を基礎 に して,表5の よ うな よ り詳細 な損益計算書
を示 してい る(表5参 照)。 この計 算書は4つ の区分(section)か らな ってい る。
生 産 労 働Y'よ っ て つ く られ た 価 値(valuecreatedbyproductivelabour)を算 定 す る た め の 第1'
の 区 分 で は,財 と 用 役 の 売 上 高(sales。fgoodsandservices)から社 会 的 に 必 要 な コ ス ト(socia1・
エynecessarycosts)を 差 し 引 い て,生 産 労 働 に よ っ て つ く ら れ た 価 値 に 相 当 す る 営 業 利 益(oper・
stingincome)を 算 定 す る 。 経 済 的 剰 余(economicsurplus)を算 定 す る た め の 第2区 分 で は,営 業
利 益 か ら 社 会 的 に 必 要 な そ の 他 の コ ス ト(othersociallynecessarycosts)を差 し 引 い て,経 済 的
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表5
IncomeAc`0襯'
Sθcだo〃IValuecreatedbyproductivelabour
SociallynecessarycostsSalesofgoodsandservices
(transferofeml〕odiedvalues)
i.e.materials
utilityservices
depreciation
Operatingincome
(Valuecreatedbyproductive
labour=netproductto
societの
SectionIIEconomicsurplus
OthersociallynecessarycostsValuecreatedbyproductivelabour
(・tゆutablet・livi・glab・uつ
i.e.wagesofnecessarylabour
Economicsurplus
(Marxianprofit)
Section771Externalredistributionofeconomicsurplus
RentEconomicsurplus
Rates
IIlterest
Taxation
D三vidends
Corporateincome
(Netincometoenterprise).
Sθcガ0πIVInternalconsumptionofeConomicsurplus
ManagerialdiscretionaryCorporateincome
expenditure
Saving
1加 θε拗 θ鋸 ノ16co麗 η',
RealassetformationSaving
Lend三ngDepreciation
し.Ch
angesinmonetaryNetfinance
balances
(出所)〔28〕208
剰余 を求 める。経 済的剰余の外部的再分配(externalredistribut1onofeconomicsurplus)を決定
す る第3区 分 では,経 済的剰余か ら利子(interest),税 金(taxation),配 当(dividend;)な どを差
し引 いて,企 業 に とって の純利益 となる企業利益(corporateincome)を 示す。経済 的剰余 め内部
的消費(internalconsumptionofeconomicsurplus)を明 らか にす る 第4区 分で は,企 業利益か・
ら経営 上の任意 な支 出を控除 して,留 保額(saving)を 表示 し,つ いで この留保額 を基礎 に して
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計算 された投資 勘定(investmentaccount)を も表示す るのであ る。
ここで,注 目してお くことは,Baileyに よって改編 された損益 計算書において も,付 加価値の
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表6
RealWorldProposal:forSustainableEcO〃0翅y
BπS加 θ∬Enterprise.RedirectionO/Expenditures・Bκ3吻 ∬Enterprise
Sales 、Sales
Lesssociallyincurredcosts
netproduct
Lessreturnstolabour
economicsurplus
Lessexternalredistribution
corPorateincome
Lessinternalconsumption
iemanageriaI
discretionaryexpenditure
saving
Itemised
proposal;
Lθ3SsociallyneCeSSaryCOStS
netproduct
五933sociallydesirablelabour
cost
economicsurplus
L953externalredistribu乞ion
corporatelncome
Lβsεinternalconsumption
egsociallydesirablecosts
-anti-pollutionetc
saving
(出所)〔28〕212
指 標 に 基 づ く利 益 の 算 定 と分 配 の 方 式 が 存 在 し て い る こ と で あ る。 そ れ は,第1区 分 で ま ず 売 上
高 か ら 材 料 費,減 価 償 却 費 を 差 し 引 い て 営 業 利 益 を 算 定 し,つ い で 第2区 分 で そ の 営 業 利 益 か ら
賃 金 を 控 除 し て い る こ と に み る こ と が で き る。
そ して,Baileyは,こ の 改 編 し た 損 益 計 算 書 か ら 得 られ た デ ー タ か ら,つ ぎ の よ う な 分 析 が で
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る と し て い る 。
財 と 用 役 の 売 上 高 … ・… … …,… … ・…… … ・… ・… … ・… … ・… ・… … … ・… … … … … …(1)
必 要 労 働 の 賃 金
経 済 的 剰 余 ・・。・・・・・… 。・・。・・・・…9・・・… 。・…9・。。・鱒。・・・・・・… 。・・・・・・・… 曹・・。… 。・… 。・・・・・・…(2)
必 要 労 働 の 賃 金
外 部 的 分 配 と 留 保 額 。・。・9…。・・・・・・・・・・・・・・・…9・… 。・・・・・… 。・・・・・… 。・… 。・・… 。。… 一・… 。・・。(3)
使 用 し た 経 営 資 本
実 鷺 叢 響 成 …一 一 ・…・…一 一 ・・………・…・一 …… …一 ……・一(・)
この場 合,(1)は 売上 高 と賃金 との比 率であ り,(2)は 搾取 率を示 し,(3)は 収 益性 を明 らかに し,
(4)は生産 効率を示す もの とな る。
さ らY'ま た,Baileyは この損益計算書 を表6の よ うにい っそ う改編 す る。 改編 された損益計
算書 は表6の 右側 のよ うになる。 その骨格 は,ま ず売上 高(sales)か ら社会的Y'必 要 な コ ス ト
(sociallynecessarycosts)を 差 し引いて,純 生産高(netpr。duct)を 算定 し,つ ぎに純 生産高か ら
社会的 に望 ま しい労働 コス ト(sociallydesirablelabourcost)を 差 し引いて,経 済的剰 余(economic
surplus)を 求 め,つ いで経 済的剰 余か ら外部的再分 配(externalredistribution)を 控除.し て,企
業利益(corporateincome)を 算 出 し,そ して企業利益か ら内部 的消費(internalc・nsumption)を
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除 しての ちに留保額(saving)を 示す もの となって いる。
Baileyに よれ ぽ,こ うした損益 計算書を作成すれ ぽ,そ れは労働者 に とって も社会Y`と って『も
極 めて有効 に活 用で きる とい う。 た とえぽ,労 働者は,社 会的 に必要 な コス トの中に,正 当な労
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働 条件を含め るこ とがで きるし,ま た社会的 に望 ましい労働 コス トの中に,自 分 と家族に とって
人間 らしい生活 を保障す るに必要 な賃金 を含 める ことがで きる。 さらに 社会 に とって必要 な反公
害(anti-pollution)の 費 用を,社 会的に望 ましい コス ト(sociallydesiablecosts)と して 内部的消
費 で考慮 する ことがで きるか らである。 その結 果 として,労 働 者の労働 ・生活条件 に必要 なコス
トや社会 の人び との要請 に応 えるに必要 な コス トを考慮 した のちに,初 めて企業 の留保額 が示 さ
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れる ことに なるのである。
こ うしてBaileyは,労 働 者 と社会v役 だつ損益計算書を,付 加価値 を基礎 に してつ くろ うとし
てい るのであ る。 この場合,こ うした損益計算書をつ くろ うとす る思考 の中に,こ れ まで広 く採
用 されて きた伝統 的な損益計算書に対す る極めて ラジカル な批判 もみる ことがで きる。す なわち,
伝統 的な損益計算 書の様式 では,労 働者 の賃金 は,原 材料費や その他 の経費 とともに,費 用 とし
て集計 され,一 括 して収益(売 上高)と 対応 され る。 この ことは,人 び との労働力を原材料や設備
などのモノ と同一 視 して いるだけで な く,商 品 としてのモノ と同 じよ うに労働力を商品 として扱
っている ことを示 して いる。そ こで,労 働 の担 い手 である労働者が,ま ずは労働 の成果か ら疎外
され ることな く,そ して生産 の主人公 として正 しく位 置づけ られて い くには,労 働 力への支 出部
分 とその労働 でつ く り出された新 しい価値部分か らな:る付加 価値 を基礎 として損益計算書 をつ く
る必 要があ る,と い う思考 である。 ともあれ,Baileyは,こ うした無視で きない新 しい機能を付
加 価値会計 の中に取 り入れ よ うとしたのであ る。
お わ り に
これまでの考察から,ま ず,付 加価値を表示するのに適 した勘定 システムがイギ リスで開発さ
れ,ユ ーゴスラビアでは付加価値会計が実際に採用され,そ の採用の実験がペ レス トロイカのも
とでのソ連で試みられたこと,ま た,ユ ーゴスラビアでは付加価値会計の機能が充分に発揮しな
いうちに,ソ 連ではその経験が充分に総括されないままに,こ の2つ の国から付加価値会計の実
践 と試みが消えようとしていること,つ いで,付 加価値会計のこうした盛衰においても,こ の会
計には労働者と人びとの利益を擁護で き得る機能があ り,そ の意義は失われていないことを,明
らかにした。そして,こ の付加価値会計の意義は,労 働の担い手である働 く人び とが労働の成果
から疎外されず,生 産の真の主人公 となっていくために適した損益計算書を作成できる,と いう
ことであった。
ともあれ,歴 史の事実か らみれぽ,ユ ーゴスラビアでもソ連でも,こ の損益計算書に相当する
会計報告書の作成にともなう付加価値会計が,採 用されたしまた実験された。その際,ユ ーゴス
ラビアにおいては,そ の採用は労働者自主管理の思想で下か ら市場経済のもとで行ったのに対し,
他方,ソ 連では,そ の採用の実験は,ペ レス トロイカで従前の中央集権的経済運営を改革し市場
を新たに創出しようとしていたとはいえ,中 央集権的管理の視点で上か ら市場なき計画経済のも
とで試みられた。 この異なる条件のもとで両国は付加価値会計を採用 し実験 したが,と もに,働
く人びとを生産,企 業,社 会の主人公 として正しく位置づけるべき機構が未確立のう.え,会 計情
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報を含む情報の未公開を初め,な によりも自由と民主主義の制限された体制のもとでは,付 加価
⑬
値会計の機能は発揮できなかった。
この歴史の事実は,付 加価値会計を働 く人びとの利益に役だたせ,そ の機能を充分に発揮させ
るためには,情 報の公開や自由と民主主義のいっそ うの発展 とともに,人 びとが主人公となるよ
うな民主的な体制が前提となることを教えてお り,そ して,そ の民主的な体制へのあ くなき追求
の過程で,よ り精緻なシステムとして装いも新たにした付加価値会計が,い ずれはあ らわれて く
るであろ うことも示唆 しているのである。
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